
 

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（資産除去債務に関する会計基準） 

  「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）が平成22年４月１日以後開始する連結会計年

度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。これ

により、従来の方法に比べ、経常利益は919百万円、税金等調整前当期純利益は4,215百万円減少しております。 

 

（企業結合に関する会計基準等） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 最終改正平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計

基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 最終改正平成20年12月

26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成20年12月26日）が平成22年

４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から各会計基準及び適

用指針を適用しております。 

 

（８）表示方法の変更 

 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「その他負債」に含めて表示しておりました「ポイント引当金」（前連結会計年度

14,091 百万円）及び「利息返還損失引当金」（前連結会計年度 9,735 百万円）は、重要性が増加したため、当連結

会計年度より区分掲記しております。 

 

（連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第５号 平成 21 年３月 24 日）が平成 22

年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度より「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目を表示しております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、「その他」に含めて表示しておりました「ポイント引当金の増減額（△は減少）」

（前連結会計年度△879 百万円）及び「利息返還損失引当金の増減額（△は減少）」（前連結会計年度 1,040 百万

円）は、重要性が増加したため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 

（９）追加情報 

 

（持分法に関する会計基準） 

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）が平成22年４月１日以後開始する連結会計

年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び実務対応報告を適用しております。

これによる連結財務諸表への影響はありません。 

 

（包括利益の表示に関する会計基準） 

「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）が平成23年３月31日以後終了す

る連結会計年度の年度末に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準を適用しております。なお、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

 

（10）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

１．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式277,959百万円及び出資金1,870百万円を含んでおります。 

２．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債及び「特定取引資産」中の商品有

価証券に合計50,935百万円含まれております。 

無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券並びに現先取引及び現金担保付債券貸借取引により受け入れ

ている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に

差し入れている有価証券は3,032,285百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは232,420百万

円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は90,777百万円、延滞債権額は1,031,828百万円であります。 
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なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、

｢未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は25,438百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は498,323百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は1,646,369百万円でありま

す。 

  なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商

業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は667,310百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

       現金預け金                2,859百万円 

    コールローン及び買入手形        327,259百万円 

    買入金銭債権            1,926百万円 

特定取引資産            2,565,106百万円 

    有価証券             8,586,487百万円 

    貸出金            2,149,928百万円 

    リース債権及びリース投資資産   10,436百万円 

    有形固定資産           15,019百万円 

    その他資産（延払資産等）      5,102百万円 

担保資産に対応する債務 

    預金                 26,053百万円 

    コールマネー及び売渡手形    955,000百万円 

    売現先勘定            726,365百万円 

    債券貸借取引受入担保金     5,078,535百万円 

        特定取引負債             356,577百万円 

    借用金              5,119,245百万円 

その他負債             11,140百万円 

支払承諾               110,568百万円 

上記のほか、資金決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金32,987百万円、特定取

引資産177,403百万円及び有価証券20,790,338百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は119,299百万円、先物取引差入証拠金は18,029百万円、その他の証拠金等は

84,382百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これ

らの契約に係る融資未実行残高は45,842,366百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが39,563,617百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保

全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる

旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契

約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

10．連結子会社である三井住友銀行及びその他の一部の連結子会社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額のうち親会社持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上しております。 

また、一部の持分法適用の関連会社も同法律に基づき事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評
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価差額に係る税金相当額を控除した金額のうち親会社持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。 

再評価を行った年月日 

 連結子会社である三井住友銀行 平成10年３月31日及び平成14年３月31日

 その他の一部の連結子会社及び持分法適用の関連会社  平成11年３月31日、平成14年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

連結子会社である三井住友銀行  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政

令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価額、同条

第４号に定める路線価及び同条第５号に定める不動産鑑定

士又は不動産鑑定士補による鑑定評価に基づいて、奥行価

格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等、合理的な

調整を行って算出。   

その他の一部の連結子会社及び 

持分法適用の関連会社  

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布 

政令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価額及び

同条第５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補によ

る鑑定評価に基づいて算出。 

11．有形固定資産の減価償却累計額 717,073百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額    66,443百万円 

13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金371,232百万円が含

まれております。 

14．社債には、劣後特約付社債2,160,616百万円が含まれております。 

15．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

は1,969,902百万円であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益27,523百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、貸出金償却156,571百万円、株式等償却114,921百万円、利息返還損失引当金繰入額

14,530百万円及び持分法による投資損失13,319百万円を含んでおります。 

３．「その他の特別利益」は、段階取得に係る差益12,655百万円であります。 

４．「その他の特別損失」は、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額3,552百万円であります。 

５．当連結会計年度において、以下の資産について、回収可能価額と帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失額 

共用資産         5物件 254百万円 

遊休資産    39物件 1,070百万円 首都圏 

その他      4物件 

土地、建物等

461百万円 

営業用店舗    4ヵ店 69百万円 
近畿圏 

遊休資産    42物件 
土地、建物等

3,542百万円 

その他 遊休資産     5物件 土地、建物等 13百万円 

連結子会社である三井住友銀行は、継続的な収支の管理・把握を実施している各営業拠点（物理的に同一の資産を

共有する拠点）をグルーピングの最小単位としております。本店、研修所、事務・システムの集中センター、福利厚

生施設等の独立したキャッシュ・フローを生み出さない資産は共用資産としております。また、遊休資産については、

物件ごとにグルーピングの単位としております。また、その他の連結会社については、各営業拠点をグルーピングの

最小単位とする等の方法でグルーピングを行っております。 

当連結会計年度は、三井住友銀行では共用資産及び遊休資産について、また、その他の連結子会社については、営

業用店舗、共用資産、遊休資産等について、投資額の回収が見込まれない場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

回収可能価額は、主として正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、不動産鑑定評価基準に準拠し

た評価額から処分費用見込額を控除する等により算出しております。 
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